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第 1章 はじめに 

１．長寿命化とは 

本指針において、「長寿命化」とは、「躯体が健全である限り適切な維持保全によって建物寿命を

永らえさせること」を意味します。 

 

２．背景・目的 

⑴ 背景 

三島市では、市民サービスの向上と都市機能の充実を図るため、これまで、小中学校の義務教

育施設をはじめ、福祉や社会教育、スポーツ関連施設、市営住宅など様々な公共施設（建築物）

を整備しています。 

これら施設の約 50％は、建築後 30 年以上を経過しており、今後、改修や建替えが集中して発

生し、公共施設の維持に多額の費用負担が予想されます。 

一方で、生産年齢人口の減少により税収の大幅な増加は見込めず、さらには社会保障関連費の

増加が見込まれ、市の財政状況がより一層厳しい状況になるものと予測されます。 

このため、全ての公共施設を現状のまま維持していくことは財政的に困難な状況であり、見直

しが必要となります。 

 

⑵ 長寿命化の必要性 

公共施設の維持に係る経費を削減するために、施設の廃止や集約化・複合化など建物面積の削

減を検討していきますが、短期間での多くの施設の廃止は市民生活に支障を与えることになりま

す。 

このため、建築物の長寿命化を図り、改修や建替えに係る(計画期間中の）経費を削減すること

が必要となります。 

また、今後の人口減少を想定する中で、施設の耐用年数を延伸することにより、更新時に必要

となる施設規模の適正化に繋がります。 

公共施設の見直しについては、財政負担の軽減と市民サービスの維持を図り、施設の廃止や集

約化・複合化等の推進と長寿命化をバランスよく行っていく必要があります。 

 

３．指針の位置づけ 

本指針は、三島市公共建築物個別施設計画を補完するものです。 

 

 

 

公共建築物個別施設計画 個別施設計画（インフラ系） 

公共施設等総合管理計画 

建築物劣化診断マニュアル 

公共建築物長寿命化指針 



４．対象施設 

本指針の適用範囲は、三島市公共建築物個別施設計画の対象建築物における部位部材及び、その

建築物における建築設備とします。 

なお、長期的な維持管理計画に定めのない事項については、適宜、本指針を参考とすることにし

ます。 

  



第 2章 基本方針 

１．建築物の目標使用年数 

建築物の長寿命化を図るにあたり、目標使用年数を下記のとおり設定します。 

施設種別 

目標使用年数 

ＲＣ、ＳＲＣ、

ＷＲＣ 
Ｓ 軽Ｓ 

長寿命化施設 80年 
60年 40年 

一般施設 60年 

ここで、「RC」は鉄筋コンクリート造、「SRC」は鉄骨鉄筋コンクリート造、「WRC」は壁式プレキャ

ストコンクリート造、「S」は鉄骨造、「軽 S」は軽量鉄骨造をそれぞれ指します。なお、木造や文化

財などの建物については、個別に目標使用年数を設定します。 

目標使用年数は文献などを参考にして設定しています。参考にした文献等は第 5章資料のとおり

です。 

 

２．建築物の適正な管理 

建築物は、長く使用すれば当然それだけ劣化し、地震時の倒壊や外壁の落下など、使用にあたっ

ての危険性が高くなります。利用者の安全性を確保しつつ、建築物を長く使用するには、建築物や

設備の現状を調査により把握するとともに、その調査結果に基づいて適切な対応を取ることが必要

となります。 

建築物は、大きく分けて、柱や梁など骨組みとなる『構造躯体』と屋根、外壁、内装、設備など

の『部位部材・設備等』から構成されています。構造躯体は、容易に取り換えや更新ができないた

め、この状態が建築物の物理的な耐用年数を決めることになります。部位部材・設備等には、構造

躯体を保護する部位部材や建築物の安全性、機能・性能に関わる部分があります。 

定期的な診断・点検により現状を把握し、修繕・更新を適宜、行っていきます。 

 

⑴ 構造体耐久性調査（構造躯体の調査） 

三島市の建築物の多くは鉄筋コンクリート造であり、構造躯体は鉄筋とコンクリートから構成

されています。『構造体耐久性調査』として、鉄筋の腐食状況及びコンクリートの中性化状況を調

査することにより、構造躯体の劣化度を求め、この先どのくらいの期間、建築物が使用できるか

を判定します。(鉄骨造や木造については、別途対応します。） 

① 鉄筋コンクリート造の劣化について 

鉄筋は引張応力を受けていますが、腐食し錆が発生すると鉄筋断面積が小さくなり、耐荷力

低下につながります。 

また、鉄筋が腐食すると、その生成物である錆は、元の鉄の体積の 2.5倍程度に膨張するた

め、鉄筋を覆っているコンクリートにひび割れや剥落が生じます。ひび割れを放置すると、ひ

び割れを通じて酸素や水が容易に侵入しやすくなるため、鉄筋の腐食反応は加速度的に進行し、

鉄筋コンクリートの耐久性の低下に至るようになります。 

鉄筋の腐食を防ぐため、コンクリートは初めアルカリ性に保たれていますが、大気中の二酸

化炭素と反応することにより、中性化が進行していきます。鉄筋周囲のコンクリートが中性に

なることで、鉄筋の腐食が始まると考えられます。 



② 調査内容 

コンクリートの中性化試験、圧縮強度試験及び鉄筋の腐食調査を行います。 

※詳細は「三島市構造体耐久性調査作業要領」によります。 

 

③ 実施時期及び対象建築物 

実施時期及び対象建築物は、本指針第 3章の実施スケジュールにおいて定めます。 

 

④ 結果の評価 

〇構造体耐久性評価 

「三島市構造体耐久性調査作業要領」に基づいて求めた『鉄筋腐食による劣化度（Ⅰ～Ⅳ）』、

『中性化による劣化度（Ⅰ～Ⅳ）』から、次の表に従い、区分を判定します。 

 
鉄筋腐食による劣化度 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

中
性
化
に
よ
る
劣
化
度 

Ⅰ 区分１ 区分１ 区分３ 区分３ 

Ⅱ 区分１ 区分１ 区分３ 区分３ 

Ⅲ 区分１ 区分１ 区分３ 区分３ 

Ⅳ 区分２ 区分２ 区分３ 区分３ 

 

各区分の評価は、次のとおりとします。評価は、屋外側、屋内側ごとに行い、劣化の進行の

早い方を採用します。 

区分 残存耐用年数 改修手法 

１ 40年程度以上 リニューアル改修に適する 

２ 20年程度以上 セミリニューアル改修に適する 

３ 20年程度未満 改築あるいは全面的な補修の検討が必要である 

・リニューアル改修 

建築物の構造躯体は残し、機能アップを図りながら、内外装や設備機器の更新・改修を行う

もので、改築の代替となります。 

・セミリニューアル改修 

建築物の構造躯体は残し、機能回復を図りながら、外装や設備機器の更新・改修を行うもの

です。 

 

〇圧縮強度評価 

圧縮強度による劣化度を用いて、次表のとおり評価を行います。 

圧縮強度による劣化度 評価の基準 

Ⅰ ,  Ⅱ 必要な圧縮強度が期待できる 

Ⅲ ,  Ⅳ 圧縮強度による影響の検証が必要である 

 



⑵ 劣化診断（部位部材・設備等の調査） 

部位部材・設備等には、屋根、外壁、内装、電気設備、機械設備など、様々な部分があります。

部位部材・設備等の調査（以下、劣化診断と呼びます）の詳細については、別途「建築物劣化診

断マニュアル」で定めます。劣化診断の結果に応じて、必要な修繕・改修を実施します。 

 

⑶ 予防保全 

これまでの施設管理は、部位部材・設備等について、多くの場合、壊れてから直すことで対応

してきました(これを「事後保全」と言います）。特定の部位部材・設備等の故障は、構造躯体や

他の部分へ悪影響を及ぼす可能性があり、その結果、躯体の劣化が速まったり、修繕費用が必要

以上に掛ってしまったりする恐れがあります。さらに、部位部材・設備等の故障が施設の休止や

人命に関わる事故の発生につながる可能性もあります。 

利用者の安全を確保しながら、建築物を長く使用するため、中長期的な修繕・更新計画を作成

し、また劣化診断により機能・性能の劣化を事前に把握し、部位部材・設備等が故障する前に、

予防的に修繕や更新などの保全を実施する手法（これを「予防保全」と言います）を導入します。 

全ての部位部材・設備等を予防保全することは、財政的な負担が大きいため、本指針では、長

寿命化への寄与度や機能維持性、安全性にかかる重要度等の観点から、部位部材・設備等を下表

で示すように「計画保全部材」、「監視保全部材」、「事後保全部材」の３つに分類し、それぞれに

応じた保全を行うことにより、財政的に効率的な保全の実施を目指します。 

なお部位部材・設備ごとの目標使用年数、目標修繕周期は第 5章資料に示します。 

 

＜部位部材・設備等の分類＞ 

分類 分類の考え方 保全方針 例 

計
画
保
全
部
材 

機能停止により建築物の寿命、機

能維持性もしくは利用者の安全性

に大きく影響を及ぼす部材 
予

防

保

全 

不具合が生じる前に予防保全

の観点から、時間計画保全を

実施する 

屋上防水、外壁、

高圧受電盤等 

監
視
保
全
部
材 

機能停止により建築物の寿命、機

能維持性もしくは利用者の安全性

に影響するが、事前の兆候を把握

することにより対処可能な部材 

診断や点検の結果を注視し、

機能停止の発生前に、劣化や

不具合の兆候に応じて対応を

行う 

空調機、揚水ポン

プ等 

事
後
保
全
部
材 

不具合が生じてから対応しても、

機能停止により建築物の寿命、機

能維持性もしくは利用者の安全性

へ影響が少ない部材 

事

後

保

全 

劣化の進行や機能停止の発生

状況に応じて適宜、対処する 

内壁、床、照明器

具等 

県有建築物長寿命化指針（平成 27年 12月）から引用 

  



⑷ 修繕と改修について 

建築物の適正管理として、劣化診断の結果に基づく修繕（予防保全＋事後保全）を実施してい

きますが、修繕は基本的に元々あった機能の回復を目的としています。 

一方で長い年月が経てば、技術の進歩や社会状況の変化によって、より高い機能が求められる

可能性があります。このため、目標使用年数の概ね半分が経過する築 40年頃に、機能向上を目的

とする改修の実施を計画します。修繕と改修の例は、下記表のとおりです。 

 

＜修繕と改修の例＞ 

区分 修繕 改修 

屋根・屋上 

建物外部 

・屋上防水の部分更新 

・外壁の部分補修・部分塗装等 

・開口部の調整 

・外部鉄部の塗装 

・屋上防水の全面更新及び遮熱塗装 

・外壁の全面補修及び高耐久塗装 

・外部開口部の更新及び断熱化 

・外部鉄部の高耐久塗装 

建物内部 ・壁面の部分塗装 ・床、壁、天井の全面更新 

電気設備 

・配線配管の部分補修 

・配線器具等の交換(部品交換含む) 

・電気設備機器の交換(部品交換含

む) 

・配線配管の更新 

・配線器具等の更新 

・電気設備機器の更新 

機械設備 

・配管の部分補修 

・衛生器具等の交換(部品交換含む) 

・機械設備機器の交換(部品交換含

む) 

・配管の更新 

・衛生器具等の更新 

・機械設備機器の更新 

 

なお、実際に行う改修の内容は、個々の建築物ごとに、構造体耐久性調査や劣化診断の結果及

び社会状況や市民ニーズなどを考慮して決定します。 

 

⑸ 保全情報の一元管理について 

予防保全を進めていくためには、各施設の現状、点検・修繕の履歴等の情報を整理し、市役所

全体で共有していく必要があります。しかし、これまで、施設の修繕履歴、点検結果などの情報

は各所管課で保管され、一元化されていないため、十分に活用されていない状況です。そこで、

施設情報、修繕履歴、点検記録などの情報を電子化し、一元管理することが必要です。 

  



３．長寿命化施設と一般施設の選別 

公共建築物個別施設計画の策定にあたっては、各施設について、『有効性』、『効率性』、『立地』な

どの観点から施設評価を行い、サービスの方針を決めます。サービスの方針に基づき、長寿命化施

設と一般施設に分類します。 

 

長寿命化施設については、目標使用年数 80 年を目指して、できる限り長寿命化を図ることにな

りますが、構造躯体が劣化していて、長期間の使用に耐えない、もしくは改修に多額の費用が必要

となる場合も考えられます。このため、長寿命化施設であっても、構造体耐久性調査の結果によっ

ては、使用年数が 80年に満たないで除却となる場合もあります。(後述） 

なお、社会状況の変化等により、一般施設から長寿命化施設へ、また逆に長寿命化施設から一般

施設へ変更となる場合があります。特に、一般施設から長寿命化施設へ変更する場合は、構造体耐

久性調査や改修など、必要な対策を講じます。 

  

対象全施設 

☆施設評価 

有効性、効率性、立地など 

【一般施設】 

＜管理方針＞ 

現状維持、集約化・複合化受入れ、 

運営形態・方法の見直し など 

【長寿命化施設】 

＜管理方針＞ 

廃止、集約化、複合化、転用 など 



第 3章 調査・修繕・改修の実施計画について (保全メニューについて） 

１．実施スケジュール 

構造体耐久性調査、修繕や改修などの標準的な実施スケジュールを次のとおり定めます。 

なお、ここで示す除却の時期は目標であり、実際には他の要因から、早まる場合、また逆に少し

延長される場合もあります。また、改修及び構造体耐久性調査については、残りの使用予定年数を

考慮して、実施するかどうか決定します。 

 

⑴ 長寿命化施設（築年数 40年程度未満の場合） 

 

※1 1 回目の構造体耐久性調査において「圧縮強度による影響の検証が必要である」との評価になった場合や、ひび割

れが多数あるなど確認が必要な点があるときは再度、構造体耐久性調査を実施します。 

※2 劣化診断の結果等を見て、劣化が進行していないようであれば、構造体耐久性調査を行い、構造躯体の状態を確認

します。結果が良好な時は、使用予定年数を 20 年程度延長します。 

  

除却 
80年頃 

40年 

～55年 

(劣化診断） ＋ (予防保全 ＋ 事後保全） 

(劣化診断） ＋ (事後保全） 

55年 

～60年 

【劣化が進行していない】 

【劣化進行】 

残存耐用年数 

【40年程度以上】 

残存耐用年数 

【20年程度以上】 

竣工 

築 

～35年 
(劣化診断） ＋ (予防保全 ＋ 事後保全） 

概ねの時期 

35年 

～40年 
改修 

構造体耐久性調査 

修繕 

除却 

※1 

構造体耐久性調査 

60年 

~80年 

※2 



⑵ 長寿命化施設（築年数 40年～50年） 

 
※1 1 回目の構造体耐久性調査において「圧縮強度による影響の検証が必要である」との評価になった場合や、ひび割

れが多数あるなど確認が必要な点があるときは再度、構造体耐久性調査を実施します。 

※2  劣化診断の結果等を見て、劣化が進行していないようであれば、構造体耐久性調査を行い、構造躯体の状態を確認

します。結果が良好な時は、使用予定年数を 20 年程度延長します。 

 

⑶ 長寿命化施設（築年数 50年～60年） 

 

  

除却 

※1 

概ねの時期 

60年頃 

構造体耐久性調査 

50年 

～60年 

(劣化診断） ＋ (予防保全 ＋ 事後保全） 

60年 

～80年 

※2 

除却 
80年頃 

残存耐用年数 

【40年程度以上】 

残存耐用年数 

【20年程度以上】 築 

40年 

～50年 
改修 

構造体耐久性調査 

(劣化診断） ＋ (事後保全） 

修繕 

【劣化進行】 

【劣化が進行していない】 

概ねの時期 

除却 

80年頃 

改修 修繕（必要に応じて） 

除却 

60年 

～80年 

(劣化診断） ＋ (事後保全） 

残存耐用年数 

【20年程度以上】 

【40年程度以上】 

残存耐用年数 

【20年程度未満】 築 

50年 

～60年 

構造体耐久性調査 

～70年程度 



⑷ 一般施設（築年数 40年程度未満の場合） 

 

 

⑸ 一般施設（築年数 40年～50年） 

 

 

⑹ 一般施設（築年数 50年～60年） 

 

 

築 

～35年 

除却 

構造体耐久性調査 

改修 

60年頃 

竣工 

35年 

～40年 

(劣化診断） ＋ (予防保全 ＋ 事後保全） 

40年 

～60年 
(劣化診断） ＋ (事後保全） 

概ねの時期 

除却 

50年 

～60年 
(劣化診断） ＋ (事後保全） 

60年頃 

修繕（必要に応じて） 

概ねの時期 

構造体耐久性調査 
築 

40年 

～50年 

除却 

(劣化診断） ＋ (事後保全） 

60年頃 

築 

50年 

～60年 

概ねの時期 



２．経費の算出について 

個別施設計画の作成にあたっては、財政計画との整合性を図るため、計画期間である 30 年間に

おける修繕・維持管理、改修、更新等に係る費用を算出する必要がありますが、全ての建築物の、

全ての部位部材・設備等について、個々に修繕・改修の時期と経費を算出することは、非常に困難

です。 

このため、簡略化した規則に従って、費用を算出します。 

 

⑴ 計上時期 

① 修繕・維持管理 

毎年、修繕費及び維持管理費を計上します。 

 

② 改修 

1.実施スケジュールのとおり計上します。 

※実際は、構造体耐久性調査の結果次第では、改修を実施しない場合もありますが、計画上

は、構造躯体が全て健全と仮定して、改修費を計上します。 

※集約化・複合化や廃止の計画があり、残りの使用予定年数が 20 年未満の建築物について

は、改修費は計上しません。 

 

③ 更新(建替え) 

一般施設は築 60年、長寿命化施設は築 80年の時点で建替え費を計上します。ただし、建替

え年度が別に決まっている場合は、その年度に経費を計上します。 

 

④ 除却 

用途廃止する方針となっている施設は、除却を予定している年度に経費を計上します。 

※用途廃止した施設は建物を売却する場合もありますが、計画上は除却するものとして除却

費を計上します。 

 

⑵ 経費の額 

修繕・維持管理、改修、更新等について、標準的な面積当たりの経費（面積単価）を第 5章資

料のとおり定めます。経費は、【面積単価×面積】で算出します。 

  



第 4章 優先順位の考え方 

各建築物について、第 3章で定めた規則に従って、修繕・維持管理、改修、更新等を実施していくこ

とになりますが、実際の運用上では、不況などによる歳入額の落ち込みや緊急事業の発生などにより、

計画通りの予算が建物の維持費に充てられない可能性があります。このような場合には、計画していた

全ての修繕・維持管理、改修、更新等を実施することはできないので、優先順位を定めて、順位が高い

方から予算付けしていきます。この優先順位は、劣化状況から下記の手順に従って決めます。 

 

１．建物の総合劣化度 

劣化診断マニュアルに従って、劣化診断を行い、区分(屋根・屋上、建物外部、建物内部、電気設

備、機械設備）ごとの劣化度を判定します。区分ごとの劣化度から、下記の手順に従って、建物の

総合劣化度を算出します。 

⑴ 区分の重要度係数 

区分によって、構造躯体への影響度や劣化によって利用者へ与える危険性など、重要度が異な

ります。このため、区分ごとの評価点を直接足すのではなく、重要度係数（重み）を掛けること

にします。重要度係数は下記表のとおりとします。 

区分 重要度係数 区分 重要度係数 

屋根・屋上 1.00 電気設備 0.75 

建物外部 1.00 機械設備 0.50 

建物内部 0.25   

⑵ 建物の総合劣化度の算出方法 

建物の総合劣化度を下記の計算式で定めます。 

 

※100 点満点にするために重要度係数の合計値（3.5）で割っています。 

※総合劣化度は、数値が大きいほど劣化が進んでいることを示します。 

☆計算例 

 劣化度  

 ⇒ 

 ⇒ 

 ⇒ 

 ⇒ 

 ⇒ 

評価点  

 × 

 × 

 × 

 × 

 × 

係数  

 ＝  100 

 ＝   60 

 ＝   15 

 ＝    7.5 

 ＝  30 

屋根・屋上 C 100 1.00 

建物外部 B 60 1.00 

建物内部 B 60 0.25 

電気設備 A 10 0.75 

機械設備 B 60 0.50 

計   212.5 

 ⇒  総合劣化度 = 212.5 ÷ 3.5 ＝ 60.7 

２．優先順位について 

修繕・維持管理、改修、更新等は、総合劣化度の高い建築物から優先的に実施することとします。

ただし、市全体の施策を考慮した上で、効率性や緊急性などから必要と認められるときは、総合劣

化度による優先順位を入れ替えて、修繕・維持管理、改修、更新等を実施できることとします。 

なお、総合劣化度は、各建築物の管理方針(存続、廃止、集約化、複合化、譲渡・売却など）を決

めるためにも必要に応じて利用します。  

総和(区分の評価点 × 区分の重要度係数) ÷ 3.5 



第 5章 資料 

参考１．目標使用年数 

⑴ 建築物の耐久計画に関する考え方【社団法人日本建築学会編】 

①算定式 Y = YS × A × B × C × D × E × F × G × H 

Y:耐用年数   YS:標準耐用年数（60年） 

A：コンクリート種類  普通コンクリート=1.0  軽量コンクリート=0.95 

B：セメント種類  ポルトランドセメント=1.0  高炉セメント A=0.85  高炉セメント B=0.8 

C：水セメント比  65％=1.0  60％=1.2  55％=1.5 

D：被り厚さ  20mm=0.25  30mm=0.56  40mm=1.0  50mm=1.56 

E：外壁仕上げ材  無=0.5  複層塗装=1.0  モルタル 15mm以上=1.5  タイル=3.0 

※ただし、15mm 以上の増打ちしているものは打ち放しでも、モルタル 15mm 以上塗ったものと

同等と扱います。 

F：コンクリートの施工状況  通常の施工=1.0  入念な施工=1.5 

G：建物維持保全の程度  劣化後も補修しない=0.5  劣化部分を補修する=1.0 

H：地域：  一般=1.0   凍結融解を受ける地域=0.9  海岸=0.8 

☆標準的な場合 

Y = YS(60)×A(1.0)×B(1.0)×C(1.0)×D(0.56)×E(1.5)×F(1.5)×G(1.0)×H(1.0) 

= 75.6 ≒ 80 

 

②建築物全体の望ましい目標耐用年数の級 

 
RC、SRC S 

軽 S 
高品質 普通の品質 高品質 普通の品質 

学校・官庁 Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 

住宅・事務所・病院 Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 

店舗・旅館・ホテル Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 

工場 Y40 以上 Y25 以上 Y40 以上 Y25 以上 Y25 以上 

※普通の品質を採用する。 

 

目標耐用年数の級の区分 

級 
目標耐用年数 

代表値 範囲 下限値 

Y150 150 年 150～200 年 120 年 

Y100 100 年 80～100 年 80 年 

Y60 60 年 50～80 年 50 年 

Y40 40 年 30～50 年 30 年 

Y25 25 年 20～30 年 20 年 

※一般施設については代表値を、長寿命化施設については、範囲の最大値を目標使用年数とする。 

 

 



⑵ 学校施設の長寿命化計画策定に係る手引き(平成 27年 4月）【文部科学省】 

鉄筋コンクリート造の学校施設の法定耐用年数は、47年となっているが、これは税務上、減価償

却費を算定するためのものである。物理的な耐用年数はこれより長く、適切な維持管理がなされ、

コンクリート及び鉄筋の強度が確保される場合には 70～80 年程度、さらに技術的には 100 年以上

持たせるような長寿命化も可能である。 

 

⑶ 静岡県の長寿命化指針 

静岡県は、モデル施設についてライフサイクルコスト(建設から目標使用年数までの年平均コス

ト）を計算し、下記のような結果を得ています。 

 

＜参考：県有施設（モデル施設）のライフサイクルコスト試算結果＞ 

「目標使用年数 40年：全て事後保全」を基準としたときのコスト削減率 

目標使用年数 部材・機器の保全方針 削減率（％） 

40 年 

全て計画保全 △6.2 

計画保全と事後保全の組合せ △11.2 

全て事後保全 - 

60 年 

全て計画保全 △15.9 

計画保全と事後保全の組合せ △18.0 

全て事後保全 △6.7 

80 年 

全て計画保全 △20.8 

計画保全と事後保全の組合せ △25.9 

全て事後保全 △17.6 

県有建築物長寿命化指針（平成 27年 12月）から引用 

  



参考２．部位部材・設備機器の計画更新周期・修繕周期 

＜屋根・屋上＞ 

部位部材・設備名 分類 
計画更新

周期(年) 

修繕周期

(年) 

屋上・屋根仕上

げ材 

保護アスファルト防水 予防保全 - 20 

露出アスファルト防水 予防保全 40 5～10 

シート防水 予防保全 25 5～10 

塗膜防水 予防保全 25 5～10 

スレート波板葺き 予防保全 40 10 

金属板葺き 予防保全 40 10 

アルミ製笠木 事後保全 40 - 

硬質塩化ビニル管製外部縦樋 事後保全 50 10 

 

＜建物外部＞ 

部位部材・設備名 分類 
計画更新

周期(年) 

修繕周期

(年) 

外装仕上げ材 タイル張り 予防保全 50 10 

複層仕上塗材 予防保全 40 20 

一般塗装（コンクリート・鉄鋼面） 予防保全 10 - 

押出成形セメント板・ALC パネル張り 予防保全 40 20 

窯業系サイディング 予防保全 40 20 

シーリング 予防保全 20 - 

窓・ドア・扉 アルミ製 予防保全 40 20 

鉄製 予防保全 30～40 10～20 

 

＜建物内部＞ 

部位部材・設備名 分類 
計画更新

周期(年) 

修繕周期

(年) 

窓・ドア・

扉 

鋼製 事後保全 40 20 

木製 事後保全 - 20 

ステンレス製（自動ドア） 事後保全 50 20 

内部仕上

げ 

床（ビニル床タイル、ビニル床シート、フローリング） 事後保全 40 10 

壁（ボード張り） 事後保全 40 20 

天井（ロックウール吸音板、せっこうボードなど） 事後保全 40 10 

 

＜電気設備＞ 

部位部材・設備名 分類 
計画更新

周期(年) 

修繕周期

(年) 

電力 電線・ケーブル 事後保全 40 - 



配線器具 事後保全 35 - 

照明器具（屋内） 事後保全 30 15 

照明器具（屋外） 事後保全 20 - 

非常用照明・誘導灯 予防保全 15 - 

分電盤・制御盤・開閉器箱 事後保全 30 15 

受変電 

高圧ケーブル 予防保全 40 - 

高圧気中開閉器 予防保全 20 - 

（屋内）高圧受配電盤 予防保全 30 15 

（屋外）高圧受配電盤 予防保全 25 13 

変圧器・高圧コンデンサ・直流リアクトル 予防保全 30 - 

電力貯蔵・発電 

直流電源装置 予防保全 20 10 

交流無停電電源装置 予防保全 20 10 

ディーゼル発電装置 予防保全 30 2～8 

ガスタービン発電装置 予防保全 30 3～15 

太陽光発電装置（電池モジュール、計測装置） 事後保全 25 - 

太陽光発電装置（パワーコンディショナー） 事後保全 15 - 

通信・情報 電線・ケーブル 事後保全 40 - 

電話主装置・交換機 予防保全 20 5 

電話機 事後保全 20 - 

端子盤 事後保全 40 - 

情報表示装置 事後保全 20 - 

映像音響装置 事後保全 20 - 

拡声装置 事後保全 20 10 

誘導支援装置 事後保全 25 - 

テレビ共同受信装置 事後保全 20 - 

防犯・入退室管理装置（カメラ） 事後保全 10 - 

防犯・入退室管理装置（入退室） 事後保全 15 - 

自動火災報知装置 予防保全 20～25 5 

自動閉鎖装置 予防保全 25 5 

非常警報装置 予防保全 20～25 5 

ガス漏れ火災警報装置 予防保全 20～25 5 

中央監視 中央監視装置 予防保全 15～20 5 

避雷 避雷装置 事後保全 40 - 

 

＜機械設備＞ 

部位部材・設備名 分類 
計画更新

周期(年) 

修繕周期

(年) 

空調 

空調ボイラー 予防保全 15～30 3～12 

冷凍機 予防保全 15～20 5～15 

冷却塔 予防保全 20 2～8 



空気調和機 予防保全 20～30 3～15 

空気清浄装置 予防保全 20～24 2～6 

空調タンク類 予防保全 20～30 5～15 

空調ダクト 事後保全 40 - 

制気口・ダンパー 予防保全 30 - 

空調配管類、空調弁類、制御弁装置 予防保全 15～30  

計器 事後保全 15 - 

換気 

送風機 予防保全 30 2～10 

換気ダクト 事後保全 40 - 

換気口 事後保全 30～40 - 

排煙 
排煙機 予防保全 30 - 

排煙ダクト 事後保全 40 - 

自動制御 

自動制御機器類 予防保全 15 10 

自動制御盤類 予防保全 15 8 

中央監視装置 予防保全 15 5 

給排水衛生 

給排水ポンプ 予防保全 20 4～7 

給湯ボイラー 予防保全 15 5～8 

給湯暖房機 予防保全 10 - 

湯沸器 予防保全 15 5～8 

給水給湯タンク類 予防保全 20～30 10 

厨房機器、排水金具 事後保全 40 - 

浄化槽 予防保全 - 3～8 

給水給湯配管類 予防保全 30 - 

給水給湯弁類 予防保全 15～20 - 

排水配管類 予防保全 30 20 

衛生陶器類 事後保全 40 3～10 

水栓 事後保全 40 3 

浴槽 事後保全 30 5～15 

消火 

消火ポンプ 予防保全 30 6～15 

屋内消火栓、屋外消火栓、連結送水管、スプリンクラ

ー 
予防保全 40 - 

消火配管 予防保全 30 - 

昇降機 エレベーター、エスカレーター 予防保全 30 3～15 

※用途により「計画保全部材」とする 

参考：令和 5年度版建築物のライフサイクルコスト(編集・発行 財団法人建築保全センター）  



参考３．修繕・維持管理、改修、更新等に係る面積単価 

用途 修繕 維持管理 改修 更新 除却 該当建築物 

庁舎 

2.1 7.9 450 413 42 本館・西館、中央町別館 

2.6 7 524 557 55 大社町別館 

2.6 5.6 453 479 48 情報センター、屋外文書庫 

2.1 7.2 430 377 50 新庁舎 

学校施設 

1.8 1.5 323 324 41 校舎棟 

1 0.6 217 327 54 屋内運動場 

2.6 5.6 453 479 48 柔剣道場、共同調理場 

幼稚園・保育園 
2.6 7 524 557 55 園舎(RC 造) 

2.6 5.6 453 479 48 園舎(S 造) 

子育て支援施設 2.6 5.6 453 479 48 
子育て支援センター、発達支援センタ

ー、児童館 

保健福祉施設 

2.6 7 524 557 55 
保健センター、老人福祉センター、佐野あ

ゆみの里 

2.6 5.6 453 479 48 

養護老人ホーム佐野楽寿寮、北上高齢者

すこやかセンター 

高齢者いきがいセンター、おんすいち作

業所、さわじ作業所 

2.1 7.9 450 413 42 社会福祉会館 

生涯学習関連施設 

2.1 7.2 430 377 50 生涯学習センター 

2.6 7 524 557 55 

屋外立体駐車場(生涯学習センター)、中

郷文化プラザ 

北上文化プラザ、錦田公民館、坂公民館 

2.1 7.9 450 413 42 少年自然の家(箱根の里) 

2.6 5.6 453 479 48 

多目的ホール(北上文化プラザ)、調理棟

(坂公民館)、キャンプ場管理棟(箱根の

里) 

コミュニティ・防

災施設 

2.6 7 524 557 55 
総合防災センター、東・西・南・北地区コ

ミュニティ防災センター 

2.6 5.6 453 479 48 市民活動センター 

市営住宅施設 1.7 1.5 303 366 49 市営住宅 

文化施設 

2.1 7.2 430 377 50 市民文化会館 

2.6 7 524 557 55 郷土資料館 

2.6 7 524 557 55 エコセンター 

産業関連施設 

2.1 7.2 430 377 50 
市営中央駐車場、三島駅南口東街区駐車

場 

2.1 7.9 450 413 42 三島駅北口自転車等駐車場 

2.6 7 524 557 55 三島駅南口自転車等駐車場 

2.6 5.6 453 479 48 三嶋暦師の館 



有料公園 2.6 5.6 453 479 48 楽寿園 

体育施設 

1 0.6 217 327 54 市民体育館、市民温水プール 

2.6 5.6 453 479 48 
弓道場(市民体育館)、長伏プール、上岩崎

公園プール 

用途廃止施設 
2.6 5.6 453 479 48 旧西幼稚園、旧児童発達支援事業所 

2.6 7 524 557 55 旧北上公民館倉庫 

小規模施設 2.6 5.6 181 479 48 消防団詰所、防災倉庫、公園便所 等 

備考 

・LED 改修は 10 千円/㎡とする。 

・LED リースは 3 千円/㎡とする。 

・改修の単価については、施工規模に応じて補正係数を乗じるものとする。 

参考：令和 5年版建築物のライフサイクルコスト(編集・発行 財団法人建築保全センター） 


